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エスリードビル本町（４階）

TEL 06-6264-7731（代表）　FAX 06-6264-7745
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総　務　部 TEL 03-5283-0461

業務企画部 TEL 03-5283-0463

確認検査部 TEL 03-5283-0469

住宅・環境審査部 TEL 03-5283-0480

構造判定部 TEL 03-5283-0475

評　定　部 TEL 03-5283-0464

既存建築物 TEL 03-5283-0468技術審査部

システム審査部 TEL 03-5283-0476

情報事業部 TEL 03-5283-0477

国　際　部 TEL 03-5283-0479

建築技術研究所 TEL 03-5577-7884

■ 本部の構成

確認検査課 TEL 06-6264-7731

住宅・環境審査課 TEL 06-6264-7731

構造判定課 TEL 06-6264-7732

■ 大阪事務所の構成

日本建築センター（BCJ）は、新しく開発された建築構法や設備、材料などに関する技術

的評価を行う専門機関として、また、建築関連の情報センターの役割を担って、1965年

に活動を開始しました。

1998年の建築基準法の改正以降は、法令に基づく建築技術の性能評価や建築確認

検査、構造計算適合性判定、省エネ適合性判定、住宅性能評価などの指定（登録）機

関業務や、さらには建築技術の独自評価、省エネ・環境に関する評価や審査、既存建

築物の技術評価・調査など、評価機関として多彩な建築技術分野にわたり活動を進め

ております。

また、建築分野の産学官の交流を促進し、建築界の発展に貢献するべく、調査研究活

動も行っております。

設立から今日まで、BCJはどの時代においても、研究者・専門家にご協力をいただきなが

ら、公正中立で信頼される業務を誠実に遂行し、産業・行政のニーズに応えております。

また、日本建築行政会議、住宅性能評価・表示協会、建築性能基準推進協会の会員

等として、制度運用の改善に寄与しております。

さらに、我が国の代表的な評価機関として、建築技術に関する国際的な情報交流の窓

口のひとつとしての役割を積極的に果たしております。

今後も信頼ある業務とお客様第一主義をさらに強化し、建築分野の発展に寄与するこ

とを使命として活動してまいります。

理事長　橋本　公博
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沿　革

1965 

1967

1981

1988

1995

1996

1999

2000

2005

建設省（当時）より設立が許可され、評定事業、情報提供事業を開始

ビルデイングレターを創刊

事務所を中央区晴海から港区虎ノ門に移転

建設技術審査証明事業を開始

システム認証登録事業を開始

大阪事務所を開設

世界技術評価機関連盟（WFTAO）へ加盟

建築確認検査事業を開始

性能評価事業、住宅性能評価事業等を開始

大阪事務所を大阪市中央区南本町に移転

2007

2008

2010

2011

2014

2017

2019

2025

本部事務所を千代田区外神田に移転

構造計算適合性判定事業を開始

CASBEE評価認証事業を開始

耐震診断評定事業を開始

一般財団法人へ移行

本部事務所を千代田区神田錦町に移転

BELS評価事業を開始

省エネ適合性判定事業を開始

一級建築士事務所登録（調査・鑑定業務に限る）

大阪事務所を大阪市中央区本町に移転
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建築基準法に基づく審査・評価

建築物を建てるには、建築確認検査をはじめ、構造計算適合性

判定や省エネ適合性判定、高さ60m超の超高層建築物には

性能評価など、法令に定められた技術審査・評価が必要になり

ます。また、住宅の性能表示やフラット35（住宅ローン）等の

利用には、それぞれに応じた技術審査・評価の手続きがありま

す。BCJは、これらの様々な技術審査・評価に関するワンストッ

プサービスの他、既存建築物の技術評価・調査も実施します。

様々な建築材料・構工法等の

実用化、普及をお手伝いする

ため、法令に基づく機関や第

三者機関として、建築材料、構

工法等に関する技術審査・評

価サービスを実施します。

     材料・構工法等の性能評価
 建築基準法に基づき、特別な方法で性能の検証を要する材
料や設備等について国土交通大臣認定のための性能評価

を行います。建築物の場合と同様に、きめ細やかなサポート

と専門知識を有する評価員の的確な審査により、迅速に評

価を行います。

建設技術審査証明マーク

     建築確認検査
超高層建築物等のような大規模で複合的な用途の建築物

から、中小規模の建築物まで、様々な建築物等の建築確認と

検査を、経験豊富な検査員により迅速かつ的確に行います。

     超高層建築物等の性能評価
超高層建築物等の構造安全性、防耐火性能、避難安全性

能等について国土交通大臣認定のための性能評価を行い

ます。きめ細やかなサポートと専門知識を有する評価員の

的確な審査により、迅速に評価を行います。

     型式適合認定等
プレハブ住宅等の型式（設計仕様）の認定や生産工場の審

査を行います。建築確認検査手続きの簡略化に役立ちます。

     省エネ適合性判定
建築物省エネ法に基づき、建築物エネルギー消費性能

基準への適合性判定を行います。お客様の利便性を重視

し、建築確認検査と省エネ適合性判定をワンストップで

効率的に実施します。

     建設技術審査証明
 新しい建築技術の活用推進に寄与
することを目的として、事業者が設

定した開発目標等に適う機能・性能

等を具えていることを、第三者の立

場から評価します。

建設技術分野の諸団体が構成する

「建設技術審査証明協議会」の会員

として実施する事業です。

     BCJ評定
 建築基準法令その他の技術基準等に照らし、第三者の立場
から建築物の工法・部材・設備等や建築計画について、その

性能を評定します。設計・施工段階で製品選定時の目安とし

て用いられるほか、確認申請等の手続きの円滑化にも役立

ちます。

また、エネルギー消費量の計算方法が一般化されていない

新技術（特殊な構造・設備で大臣認定の対象とならないも

の）について、その性能を評定します。この評定を活用して

省エネ適合性判定を受けることも可能です。

1 2技術審査・評価・調査
【建築物】

技術審査・評価
【材料・構工法等】

省エネ・環境関連の審査・評価

     法適合性の調査等
既存建築物の建築基準関係法令への適合性について以
下のような調査・審査・検査を行います。
･ 国土交通省の既存建築物の現況調査ガイドラインに基
づく「既存建築物の法適合性に関する調査業務」
･コンプライアンス確保等を目的とした「既存建築物の遵
法性調査」
･ 確認申請を要しない「改修等の計画に対する法適合性
審査・検査」

既存建築物関連の技術評価・調査

任意の審査・評価

住宅性能評価等

     鉄筋コンクリート造建築物の耐用年数評価
現地調査に基づき適切に採取されたコンクリートのコア供
試体の中性化進行状況等を踏まえ、耐用年数（鉄筋が発錆
状態となるまでの年数）を評価します。

     エンジニアリング・レポート
 不動産の証券化等で必要となる建物状況（遵法性、劣化状
況等）や環境・土壌汚染・地震リスク等を調査します。

     耐震診断評定
耐震診断や耐震改修計画が適切に行われていることを第
三者の立場から評定します。免震・制振技術を用いた建築
物、木造・煉瓦造による伝統的な建築物、既存超高層建築
物等の長周期地震動対策にも対応します。

     省エネ性能評価
 建築物エネルギー消費性能基準で評価できない新技術
（特殊な構造・設備）を用いる建築物について国土交通大

臣認定のための省エネ性能評価を行います。

     構造計算適合性判定
建築確認の際に一定規模以上の建築物の構造計算について、

専門知識を有する判定員が的確な審査を行います。ご依頼の

スケジュールを重視した円滑・迅速な構造計算適合性判定を

実施します。

建築基準法に基づく審査・評価

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎建築確認検査
　　◎構造計算適合性判定
　　◎超高層建築物等の性能評価
　　◎型式適合認定等
住宅性能評価等
　　◎住宅性能評価
　　◎長期使用構造等確認等
省エネ・環境関連の審査・評価
　　◎省エネ適合性判定
　　◎省エネ性能評価
　　◎BELS・CASBEE評価等
既存建築物関連の技術評価・調査
　　◎法適合性の調査等
　　◎耐震診断評定
　　◎鉄筋コンクリート造建築物の

耐用年数評価
　　◎エンジニアリング・レポート

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎材料・構工法等の性能評価
任意の審査・評価
　　◎BCJ評定
　　◎建設技術審査証明

人々が生活する建築物には、安全性など

の基本的な性能が確保されるよう、様々

な技術的基準が定められています。

また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

人々が生活する建築物には、安全性など

の基本的な性能が確保されるよう、様々

な技術的基準が定められています。

また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

BCJ

ISO9001（品質マネジメントシステム）、ISO14001（環境マ

ネジメントシステム）、ISO45001（労働安全衛生マネジメント

システム）及びISO55001（アセットマネジメントシステム）に

ついて認証登録を行います。建

設・設計分野を専門とする信頼

ある認証機関として、これらの

分野に精通した審査員が審査

を行います。

3 システム認証登録

     BELS・CASBEE評価等
 建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）に基づき、建
築物の省エネルギー性能を第三者の立場から評価します。

また、CASBEE（建築物の環境性能を総合的に評価、格付

けする手法）による評価の第三

者認証、建築物省エネ性能向

上計画認定に係る技術的審査、

低炭素建築物新築等計画に係

る技術的審査も行います。

     住宅性能評価
住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、迅速かつ

的確な審査・検査を行い、住宅性能評価書を交付します。

     長期使用構造等確認等
長期使用構造等確認の業務、住宅金融支援機構のフラット

35に係る適合証明業務等を行います。

技術審査・評価・調査
【建築物】

1

技術審査・評価
【材料・構工法等】

2

　

システム認証登録

3

調査研究

4

情報提供

5

国際交流

6

建築技術の普及を図るため、お客様のニーズに応じ、ビルデイン

グレター（月刊誌）、技術解説書、ワークブック等の様々な出版

物、セミナー等による情報提供を行います。

5 情報提供

我が国の代表的な建築技術評価機関として、WFTAO（世界技

術評価機関連盟）への参加、海外の評価機関等との情報交流を

進めます。また、開発途上国向け研修の運営等の他、国際住宅

建築都市産業協会、建築・住宅国際機構、日中建築住宅産業協

議会等の国際協力活動を支援します。

6 国際交流

建築分野において、先進的かつ

注目度が高く、関係者の問題意

識が高いテーマについて調査

研究を行います。

4 調査研究

認証マーク
(アセット)

認証マーク
(統合)
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既存建築物 TEL 03-5283-0468技術審査部

システム審査部 TEL 03-5283-0476

情報事業部 TEL 03-5283-0477
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■ 本部の構成

確認検査課 TEL 06-6264-7731

住宅・環境審査課 TEL 06-6264-7731

構造判定課 TEL 06-6264-7732

■ 大阪事務所の構成

日本建築センター（BCJ）は、新しく開発された建築構法や設備、材料などに関する技術

的評価を行う専門機関として、また、建築関連の情報センターの役割を担って、1965年

に活動を開始しました。

1998年の建築基準法の改正以降は、法令に基づく建築技術の性能評価や建築確認

検査、構造計算適合性判定、省エネ適合性判定、住宅性能評価などの指定（登録）機

関業務や、さらには建築技術の独自評価、省エネ・環境に関する評価や審査、既存建

築物の技術評価・調査など、評価機関として多彩な建築技術分野にわたり活動を進め

ております。

また、建築分野の産学官の交流を促進し、建築界の発展に貢献するべく、調査研究活

動も行っております。

設立から今日まで、BCJはどの時代においても、研究者・専門家にご協力をいただきなが

ら、公正中立で信頼される業務を誠実に遂行し、産業・行政のニーズに応えております。

また、日本建築行政会議、住宅性能評価・表示協会、建築性能基準推進協会の会員

等として、制度運用の改善に寄与しております。

さらに、我が国の代表的な評価機関として、建築技術に関する国際的な情報交流の窓

口のひとつとしての役割を積極的に果たしております。

今後も信頼ある業務とお客様第一主義をさらに強化し、建築分野の発展に寄与するこ

とを使命として活動してまいります。

理事長　橋本　公博
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沿　革

1965 

1967

1981

1988

1995

1996

1999

2000

2005

建設省（当時）より設立が許可され、評定事業、情報提供事業を開始

ビルデイングレターを創刊

事務所を中央区晴海から港区虎ノ門に移転

建設技術審査証明事業を開始

システム認証登録事業を開始

大阪事務所を開設

世界技術評価機関連盟（WFTAO）へ加盟

建築確認検査事業を開始

性能評価事業、住宅性能評価事業等を開始

大阪事務所を大阪市中央区南本町に移転

2007

2008

2010

2011

2014

2017

2019

2025

本部事務所を千代田区外神田に移転

構造計算適合性判定事業を開始

CASBEE評価認証事業を開始

耐震診断評定事業を開始

一般財団法人へ移行

本部事務所を千代田区神田錦町に移転

BELS評価事業を開始

省エネ適合性判定事業を開始

一級建築士事務所登録（調査・鑑定業務に限る）

大阪事務所を大阪市中央区本町に移転
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建築基準法に基づく審査・評価

建築物を建てるには、建築確認検査をはじめ、構造計算適合性

判定や省エネ適合性判定、高さ60m超の超高層建築物には

性能評価など、法令に定められた技術審査・評価が必要になり

ます。また、住宅の性能表示やフラット35（住宅ローン）等の

利用には、それぞれに応じた技術審査・評価の手続きがありま

す。BCJは、これらの様々な技術審査・評価に関するワンストッ

プサービスの他、既存建築物の技術評価・調査も実施します。

様々な建築材料・構工法等の

実用化、普及をお手伝いする

ため、法令に基づく機関や第

三者機関として、建築材料、構

工法等に関する技術審査・評

価サービスを実施します。

     材料・構工法等の性能評価
 建築基準法に基づき、特別な方法で性能の検証を要する材
料や設備等について国土交通大臣認定のための性能評価

を行います。建築物の場合と同様に、きめ細やかなサポート

と専門知識を有する評価員の的確な審査により、迅速に評

価を行います。

建設技術審査証明マーク

     建築確認検査
超高層建築物等のような大規模で複合的な用途の建築物

から、中小規模の建築物まで、様々な建築物等の建築確認と

検査を、経験豊富な検査員により迅速かつ的確に行います。

     超高層建築物等の性能評価
超高層建築物等の構造安全性、防耐火性能、避難安全性

能等について国土交通大臣認定のための性能評価を行い

ます。きめ細やかなサポートと専門知識を有する評価員の

的確な審査により、迅速に評価を行います。

     型式適合認定等
プレハブ住宅等の型式（設計仕様）の認定や生産工場の審

査を行います。建築確認検査手続きの簡略化に役立ちます。

     省エネ適合性判定
建築物省エネ法に基づき、建築物エネルギー消費性能

基準への適合性判定を行います。お客様の利便性を重視

し、建築確認検査と省エネ適合性判定をワンストップで

効率的に実施します。

     建設技術審査証明
 新しい建築技術の活用推進に寄与
することを目的として、事業者が設

定した開発目標等に適う機能・性能

等を具えていることを、第三者の立

場から評価します。

建設技術分野の諸団体が構成する

「建設技術審査証明協議会」の会員

として実施する事業です。

     BCJ評定
 建築基準法令その他の技術基準等に照らし、第三者の立場
から建築物の工法・部材・設備等や建築計画について、その

性能を評定します。設計・施工段階で製品選定時の目安とし

て用いられるほか、確認申請等の手続きの円滑化にも役立

ちます。

また、エネルギー消費量の計算方法が一般化されていない

新技術（特殊な構造・設備で大臣認定の対象とならないも

の）について、その性能を評定します。この評定を活用して

省エネ適合性判定を受けることも可能です。

1 2技術審査・評価・調査
【建築物】

技術審査・評価
【材料・構工法等】

省エネ・環境関連の審査・評価

     法適合性の調査等
既存建築物の建築基準関係法令への適合性について以
下のような調査・審査・検査を行います。
･ 国土交通省の既存建築物の現況調査ガイドラインに基
づく「既存建築物の法適合性に関する調査業務」
･コンプライアンス確保等を目的とした「既存建築物の遵
法性調査」
･ 確認申請を要しない「改修等の計画に対する法適合性
審査・検査」

既存建築物関連の技術評価・調査

任意の審査・評価

住宅性能評価等

     鉄筋コンクリート造建築物の耐用年数評価
現地調査に基づき適切に採取されたコンクリートのコア供
試体の中性化進行状況等を踏まえ、耐用年数（鉄筋が発錆
状態となるまでの年数）を評価します。

     エンジニアリング・レポート
 不動産の証券化等で必要となる建物状況（遵法性、劣化状
況等）や環境・土壌汚染・地震リスク等を調査します。

     耐震診断評定
耐震診断や耐震改修計画が適切に行われていることを第
三者の立場から評定します。免震・制振技術を用いた建築
物、木造・煉瓦造による伝統的な建築物、既存超高層建築
物等の長周期地震動対策にも対応します。

     省エネ性能評価
 建築物エネルギー消費性能基準で評価できない新技術
（特殊な構造・設備）を用いる建築物について国土交通大

臣認定のための省エネ性能評価を行います。

     構造計算適合性判定
建築確認の際に一定規模以上の建築物の構造計算について、

専門知識を有する判定員が的確な審査を行います。ご依頼の

スケジュールを重視した円滑・迅速な構造計算適合性判定を

実施します。

建築基準法に基づく審査・評価

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎建築確認検査
　　◎構造計算適合性判定
　　◎超高層建築物等の性能評価
　　◎型式適合認定等
住宅性能評価等
　　◎住宅性能評価
　　◎長期使用構造等確認等
省エネ・環境関連の審査・評価
　　◎省エネ適合性判定
　　◎省エネ性能評価
　　◎BELS・CASBEE評価等
既存建築物関連の技術評価・調査
　　◎法適合性の調査等
　　◎耐震診断評定
　　◎鉄筋コンクリート造建築物の

耐用年数評価
　　◎エンジニアリング・レポート

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎材料・構工法等の性能評価
任意の審査・評価
　　◎BCJ評定
　　◎建設技術審査証明

人々が生活する建築物には、安全性など

の基本的な性能が確保されるよう、様々

な技術的基準が定められています。

また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

人々が生活する建築物には、安全性など

の基本的な性能が確保されるよう、様々

な技術的基準が定められています。

また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

BCJ

ISO9001（品質マネジメントシステム）、ISO14001（環境マ

ネジメントシステム）、ISO45001（労働安全衛生マネジメント

システム）及びISO55001（アセットマネジメントシステム）に

ついて認証登録を行います。建

設・設計分野を専門とする信頼

ある認証機関として、これらの

分野に精通した審査員が審査

を行います。

3 システム認証登録

     BELS・CASBEE評価等
 建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）に基づき、建
築物の省エネルギー性能を第三者の立場から評価します。

また、CASBEE（建築物の環境性能を総合的に評価、格付

けする手法）による評価の第三

者認証、建築物省エネ性能向

上計画認定に係る技術的審査、

低炭素建築物新築等計画に係

る技術的審査も行います。

     住宅性能評価
住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、迅速かつ

的確な審査・検査を行い、住宅性能評価書を交付します。

     長期使用構造等確認等
長期使用構造等確認の業務、住宅金融支援機構のフラット

35に係る適合証明業務等を行います。

技術審査・評価・調査
【建築物】

1

技術審査・評価
【材料・構工法等】
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システム認証登録

3

調査研究

4

情報提供

5

国際交流

6

建築技術の普及を図るため、お客様のニーズに応じ、ビルデイン

グレター（月刊誌）、技術解説書、ワークブック等の様々な出版

物、セミナー等による情報提供を行います。

5 情報提供

我が国の代表的な建築技術評価機関として、WFTAO（世界技

術評価機関連盟）への参加、海外の評価機関等との情報交流を

進めます。また、開発途上国向け研修の運営等の他、国際住宅

建築都市産業協会、建築・住宅国際機構、日中建築住宅産業協

議会等の国際協力活動を支援します。

6 国際交流

建築分野において、先進的かつ

注目度が高く、関係者の問題意

識が高いテーマについて調査

研究を行います。

4 調査研究

認証マーク
(アセット)

認証マーク
(統合)



建築基準法に基づく審査・評価

建築物を建てるには、建築確認検査をはじめ、構造計算適合性

判定や省エネ適合性判定、高さ60m超の超高層建築物には

性能評価など、法令に定められた技術審査・評価が必要になり

ます。また、住宅の性能表示やフラット35（住宅ローン）等の

利用には、それぞれに応じた技術審査・評価の手続きがありま

す。BCJは、これらの様々な技術審査・評価に関するワンストッ

プサービスの他、既存建築物の技術評価・調査も実施します。

様々な建築材料・構工法等の

実用化、普及をお手伝いする

ため、法令に基づく機関や第

三者機関として、建築材料、構

工法等に関する技術審査・評

価サービスを実施します。

     材料・構工法等の性能評価
 建築基準法に基づき、特別な方法で性能の検証を要する材
料や設備等について国土交通大臣認定のための性能評価

を行います。建築物の場合と同様に、きめ細やかなサポート

と専門知識を有する評価員の的確な審査により、迅速に評

価を行います。

建設技術審査証明マーク

     建築確認検査
超高層建築物等のような大規模で複合的な用途の建築物

から、中小規模の建築物まで、様々な建築物等の建築確認と

検査を、経験豊富な検査員により迅速かつ的確に行います。

     超高層建築物等の性能評価
超高層建築物等の構造安全性、防耐火性能、避難安全性

能等について国土交通大臣認定のための性能評価を行い

ます。きめ細やかなサポートと専門知識を有する評価員の

的確な審査により、迅速に評価を行います。

     型式適合認定等
プレハブ住宅等の型式（設計仕様）の認定や生産工場の審

査を行います。建築確認検査手続きの簡略化に役立ちます。

     省エネ適合性判定
建築物省エネ法に基づき、建築物エネルギー消費性能

基準への適合性判定を行います。お客様の利便性を重視

し、建築確認検査と省エネ適合性判定をワンストップで

効率的に実施します。

     建設技術審査証明
 新しい建築技術の活用推進に寄与
することを目的として、事業者が設

定した開発目標等に適う機能・性能

等を具えていることを、第三者の立

場から評価します。

建設技術分野の諸団体が構成する

「建設技術審査証明協議会」の会員

として実施する事業です。

     BCJ評定
 建築基準法令その他の技術基準等に照らし、第三者の立場
から建築物の工法・部材・設備等や建築計画について、その

性能を評定します。設計・施工段階で製品選定時の目安とし

て用いられるほか、確認申請等の手続きの円滑化にも役立

ちます。

また、エネルギー消費量の計算方法が一般化されていない

新技術（特殊な構造・設備で大臣認定の対象とならないも

の）について、その性能を評定します。この評定を活用して

省エネ適合性判定を受けることも可能です。
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     法適合性の調査等
既存建築物の建築基準関係法令への適合性について以
下のような調査・審査・検査を行います。
･ 国土交通省の既存建築物の現況調査ガイドラインに基
づく「既存建築物の法適合性に関する調査業務」
･コンプライアンス確保等を目的とした「既存建築物の遵
法性調査」
･ 確認申請を要しない「改修等の計画に対する法適合性
審査・検査」

既存建築物関連の技術評価・調査

任意の審査・評価

住宅性能評価等

     鉄筋コンクリート造建築物の耐用年数評価
現地調査に基づき適切に採取されたコンクリートのコア供
試体の中性化進行状況等を踏まえ、耐用年数（鉄筋が発錆
状態となるまでの年数）を評価します。

     エンジニアリング・レポート
 不動産の証券化等で必要となる建物状況（遵法性、劣化状
況等）や環境・土壌汚染・地震リスク等を調査します。

     耐震診断評定
耐震診断や耐震改修計画が適切に行われていることを第
三者の立場から評定します。免震・制振技術を用いた建築
物、木造・煉瓦造による伝統的な建築物、既存超高層建築
物等の長周期地震動対策にも対応します。

     省エネ性能評価
 建築物エネルギー消費性能基準で評価できない新技術
（特殊な構造・設備）を用いる建築物について国土交通大

臣認定のための省エネ性能評価を行います。

     構造計算適合性判定
建築確認の際に一定規模以上の建築物の構造計算について、

専門知識を有する判定員が的確な審査を行います。ご依頼の

スケジュールを重視した円滑・迅速な構造計算適合性判定を

実施します。

建築基準法に基づく審査・評価

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎建築確認検査
　　◎構造計算適合性判定
　　◎超高層建築物等の性能評価
　　◎型式適合認定等
住宅性能評価等
　　◎住宅性能評価
　　◎長期使用構造等確認等
省エネ・環境関連の審査・評価
　　◎省エネ適合性判定
　　◎省エネ性能評価
　　◎BELS・CASBEE評価等
既存建築物関連の技術評価・調査
　　◎法適合性の調査等
　　◎耐震診断評定
　　◎鉄筋コンクリート造建築物の

耐用年数評価
　　◎エンジニアリング・レポート

建築基準法に基づく審査・評価
　　◎材料・構工法等の性能評価
任意の審査・評価
　　◎BCJ評定
　　◎建設技術審査証明
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な技術的基準が定められています。

また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

人々が生活する建築物には、安全性など
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また、近年では、社会経済状況の変化や地

球環境問題の深刻化などに伴い、建築物

の省エネルギー対策の強化、既存建築物

の有効活用など、建築物に求められる

ニーズが多様化・高度化しています。

そこで、安全性などの基本的な性能を確

保しつつ、環境にも配慮するなど多様化・

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

高度化するニーズに対応した建築物であ

ることを示すため、建築物の設計や施工

等を第三者が審査・評価することが求めら

れています。

日本建築センター（BCJ）は、永年にわ

たって培った豊富な経験と技術力を活か

して、公正・中立な立場で、建築物に関す

る様々な技術審査・評価サービスを提供

し、安全・安心で環境にやさしい建築物の

実現のために貢献しています。

BCJ

ISO9001（品質マネジメントシステム）、ISO14001（環境マ

ネジメントシステム）、ISO45001（労働安全衛生マネジメント

システム）及びISO55001（アセットマネジメントシステム）に

ついて認証登録を行います。建

設・設計分野を専門とする信頼

ある認証機関として、これらの

分野に精通した審査員が審査

を行います。

3 システム認証登録

     BELS・CASBEE評価等
 建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）に基づき、建
築物の省エネルギー性能を第三者の立場から評価します。

また、CASBEE（建築物の環境性能を総合的に評価、格付

けする手法）による評価の第三

者認証、建築物省エネ性能向

上計画認定に係る技術的審査、

低炭素建築物新築等計画に係

る技術的審査も行います。

     住宅性能評価
住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、迅速かつ

的確な審査・検査を行い、住宅性能評価書を交付します。

     長期使用構造等確認等
長期使用構造等確認の業務、住宅金融支援機構のフラット

35に係る適合証明業務等を行います。

技術審査・評価・調査
【建築物】

1

技術審査・評価
【材料・構工法等】

2

　

システム認証登録

3

調査研究

4

情報提供

5

国際交流

6

建築技術の普及を図るため、お客様のニーズに応じ、ビルデイン

グレター（月刊誌）、技術解説書、ワークブック等の様々な出版

物、セミナー等による情報提供を行います。

5 情報提供

我が国の代表的な建築技術評価機関として、WFTAO（世界技

術評価機関連盟）への参加、海外の評価機関等との情報交流を

進めます。また、開発途上国向け研修の運営等の他、国際住宅

建築都市産業協会、建築・住宅国際機構、日中建築住宅産業協

議会等の国際協力活動を支援します。

6 国際交流

建築分野において、先進的かつ

注目度が高く、関係者の問題意

識が高いテーマについて調査

研究を行います。

4 調査研究

認証マーク
(アセット)

認証マーク
(統合)
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本　部
〒101-8986

東京都千代田区神田錦町一丁目9番地

東京天理ビル

TEL 03-5283-0461（代表）　FAX 03-5281-2821

大阪事務所
〒541-0053

大阪府大阪市中央区本町一丁目4番8号

エスリードビル本町（４階）

TEL 06-6264-7731（代表）　FAX 06-6264-7745

URL   h t tps : / /www.bc j .o r. jp /

総　務　部 TEL 03-5283-0461

業務企画部 TEL 03-5283-0463

確認検査部 TEL 03-5283-0469

住宅・環境審査部 TEL 03-5283-0480

構造判定部 TEL 03-5283-0475

評　定　部 TEL 03-5283-0464

既存建築物 TEL 03-5283-0468技術審査部

システム審査部 TEL 03-5283-0476

情報事業部 TEL 03-5283-0477

国　際　部 TEL 03-5283-0479

建築技術研究所 TEL 03-5577-7884

■ 本部の構成

確認検査課 TEL 06-6264-7731

住宅・環境審査課 TEL 06-6264-7731

構造判定課 TEL 06-6264-7732

■ 大阪事務所の構成

日本建築センター（BCJ）は、新しく開発された建築構法や設備、材料などに関する技術

的評価を行う専門機関として、また、建築関連の情報センターの役割を担って、1965年

に活動を開始しました。

1998年の建築基準法の改正以降は、法令に基づく建築技術の性能評価や建築確認

検査、構造計算適合性判定、省エネ適合性判定、住宅性能評価などの指定（登録）機

関業務や、さらには建築技術の独自評価、省エネ・環境に関する評価や審査、既存建

築物の技術評価・調査など、評価機関として多彩な建築技術分野にわたり活動を進め

ております。

また、建築分野の産学官の交流を促進し、建築界の発展に貢献するべく、調査研究活

動も行っております。

設立から今日まで、BCJはどの時代においても、研究者・専門家にご協力をいただきなが

ら、公正中立で信頼される業務を誠実に遂行し、産業・行政のニーズに応えております。

また、日本建築行政会議、住宅性能評価・表示協会、建築性能基準推進協会の会員

等として、制度運用の改善に寄与しております。

さらに、我が国の代表的な評価機関として、建築技術に関する国際的な情報交流の窓

口のひとつとしての役割を積極的に果たしております。

今後も信頼ある業務とお客様第一主義をさらに強化し、建築分野の発展に寄与するこ

とを使命として活動してまいります。

理事長　橋本　公博

B C J 業 務 案 内
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沿　革

1965 

1967

1981

1988

1995

1996

1999

2000

2005

建設省（当時）より設立が許可され、評定事業、情報提供事業を開始

ビルデイングレターを創刊

事務所を中央区晴海から港区虎ノ門に移転

建設技術審査証明事業を開始

システム認証登録事業を開始

大阪事務所を開設

世界技術評価機関連盟（WFTAO）へ加盟

建築確認検査事業を開始

性能評価事業、住宅性能評価事業等を開始

大阪事務所を大阪市中央区南本町に移転

2007

2008

2010

2011

2014

2017

2019

2025

本部事務所を千代田区外神田に移転

構造計算適合性判定事業を開始

CASBEE評価認証事業を開始

耐震診断評定事業を開始

一般財団法人へ移行

本部事務所を千代田区神田錦町に移転

BELS評価事業を開始

省エネ適合性判定事業を開始

一級建築士事務所登録（調査・鑑定業務に限る）

大阪事務所を大阪市中央区本町に移転
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